


















165万 8,804人であり、なかでも技能実習生は 2015年末時点の 19万 2,655人から 2019年 6月末時
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人住民の割合（2019年 6月末時点 2.2％、282万 9,416人、法務省出入国在留管理庁 2019）と比べ
ると依然として低いものの、2014年末からの 5年間で外国人住民が約 1.7倍に増加している。
合併前の旧市町に相当する地域別に 2019年末時点の外国人住民数を見ると、豊岡地域 418人
（全住民 46,318人中 1.0％）、城崎地域 105人（同 3,348人中 3.1％）、竹野地域 33人（同 4,395人中




国籍別の外国人住民数は、上位 5か国 2012年末～2019年末の推移で表 2の通りである。
──────────────
３）住民基本台帳データより。地域および地区別に見た詳細は豊岡市（2020 c : 10-12）を参照。
図 1 兵庫県内の豊岡市の位置
表 1 豊岡市の全住民数および外国人住民数の推移（2008年末～2019年末）
2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
全住民 90,197 89,631 88,895 88,234 87,474 86,690 85,759 84,828 83,943 83,179 82,043 80,952
外国人住民 610 653 580 543 531 511 502 520 567 699 734 845
（注）全住民と外国人住民の単位は人。各年 12月末時点の住民基本台帳および外国人登録データより（豊岡
市 2020 a, 2020 c : 5-6）。





在留資格別の外国人住民は、2019年 11月末時点で表 3の通りである。2019年 6月末時点での全
国（法務省出入国在留管理庁 2019）の数字と比べると、豊岡市では技能実習生の割合が特に高く
──────────────
４）2019年 11月末時点で表 2の上位 5か国に続くのは、台湾（30人）、タイ（29人）、米国（16人）、ネパー
ル（14人）、カナダ（6人）である（住民基本台帳データ、豊岡市 2020 c : 7）。
表 2 豊岡市の国籍別外国人住民数の推移（上位 5か国、2012年末～2019年末）
2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
ベトナム 22 22 46 77 104 119 169 227
中国 257 247 204 181 175 186 180 177
フィリピン 79 77 82 79 87 163 123 180
韓国・朝鮮 89 86 77 82 80 78 78 70
インドネシア 35 25 27 27 32 41 46 64
（注）各国籍の単位は人。各年 12月末時点の住民基本台帳および外国人登録データより
（豊岡市 2020 c : 9-10）。韓国・朝鮮は特別永住者を含む。































く、男性は 20代が 6割を占める。一方で 2015年の国勢調査によれば、豊岡市の全住民で男性は







６）国勢調査に基づく豊岡市（2020 b : 10-1）の推計では、「2010年時点 15～19歳→2015年時点 20～24歳」で
男性 1,070人、女性 1,060人の転出超過、「2010年時点 20～24歳→2015年時点 25～29歳」で男性 558人、
女性 283人の転入超過である。いわゆる「移民の女性化」（Castles and Miller 2009＝2011）は豊岡市の外国
人住民や技能実習生の性別比にも現れているが、こうした若年層女性の転出超過との関連が考えられる。
７）国際結婚女性も多くの職場で最も若い層に属する。但馬地方の国際結婚は藤井・平井編（2019）も参照。
表 4 豊岡市の男女別・年代別の外国人住民数（2019年 11月末）
外国人住民（2019年 11月末） 全住民（2015年 10月 1日）
女性 男性 女性 男性
9歳以下 4（0.8） 3（1.0） 3,378（7.9） 3,420（8.7）
10代 33（6.4） 21（6.7） 3,680（8.6） 3,911（9.9）
20代 199（38.6） 195（61.9） 2,760（6.5） 2,848（7.2）
30代 133（25.8） 40（12.7） 4,205（9.8） 4,440（11.2）
40代 81（15.7） 19（6.0） 5,206（12.2） 5,357（13.6）
50代 36（7.0） 23（7.3） 5,305（12.4） 5,237（13.3）
60代 9（1.7） 2（0.6） 6,551（15.3） 6,352（16.1）
70代 18（3.5） 6（1.9） 5,445（12.7） 4,446（11.3）
80代 3（0.6） 6（1.9） 4,608（10.8） 2,819（7.1）
90代 － － 1,415（3.3） 435（1.1）
100歳以上 － － 60（0.1） 6（0.0）
不明 － － 143（0.3） 223（0.6）
合計 516（100.0） 315（100.0） 42,756（100.0） 39,494（100.0）
（注）各項目の単位は人。カッコ内は性別に各年代の占める割合（％）。外国人住民は 2019
年 11月末時点の住民基本台帳データ、全住民は 2015年 10月 1日時点の国勢調査デ
ータより（参照、兵庫県 2017；豊岡市 2020 c : 6）。









で 2019年 5月に豊岡市に拠点をもつ 1,642件の事業所に送付し、有効回収数 327件（回収率 19.9
％）であった10）。そのうち外国人を「現在雇っている」と回答した事業所が 40件（12.2％）であ
る。聞き取り調査は 2019年 5月～2020年 2月に豊岡市の外国人雇用事業所 33件に実施した。そ
のうち事業所調査票で回答のあった事業所 15件で、それ以外の事業所 18件である11）。上記以外に







まず、厚生労働省兵庫労働局（2019 b, 2020 ; cf. 豊岡市 2020 c : 37-9）によって公開されてい
る、豊岡市を含む但馬地方の「『外国人雇用状況』の届出状況」によると13）、2018年 10月末から
2019年 10月末の間に同地方「外国人雇用事業所数」は 152件から 224件へと約 1.5倍に増加し、
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件、農業法人 30件、介護保険事業者 15件に郵送し、但馬漁業協同組合津居山支所組合員事業所 14件、












「外国人労働者数」も 837人から 1,098人へと約 1.3倍に増加している。在留資格別では特に「技能
実習」が 461人から 649人へと増え、「専門的・技術分野の在留資格」も 84人から 104人へ、また















１４）2016年 6月実施「経済センサス－活動調査」による但馬地方と豊岡市の事業所数、2020年 1月 1日時点
の兵庫県推計人口を参照（兵庫県 2018 a, 2018 b, 2020；豊岡 2020 c : 39）。




























ずれも 2019年度中で合計すると 260人となる。表 4の住民基本台帳データによる 2019年 11月末




産業別に見ると、農業・林業 2件、漁業 12件（他に 1件）、建設業 1件（他に 2件）、製造業







１６）上述外国人住民個人調査票の回答も参照（豊岡市 2020 c : 31-32）。
１７）表 6の監理団体 14件（一般 13件、特定 1件）は、外国人技能実習機構（2020 a, 2020 b）ホームページで
登録を確認することができた。所在地等の情報は各団体ホームページや外国人労働者ドットコム（2020）
も参照した。
１８）事業所調査票の回答 22件は 2019年 5月時点、個別に質問紙を送付した 3件と聞き取りのみ実施の 10件
は各調査時点の人数である。





年 8月 10日）によると同年 8月後半に技能実習 3号 7人の再入国で漁業 13件の技能実習生が計 35人と
なり、それを含めると 40件で 298人程度である。
２１）N.1（2019年 12月 5日）、N.2（2019年 12月 6日）、各事業所ホームページより。事業所調査票で回答のあ
った農業 13件は外国人従業員を雇用していなかった（豊岡市 2020 c : 41）。N.1と N.2は外国人住民個人
調査票の回答に基づき、豊岡市役所より聞き取り調査を依頼した。




２３）事業所調査票回答では建設業 42件がいずれも外国人従業員を雇用しておらず（豊岡市 2020 c : 41）、兵庫











N.1 酪農業（農・林） E 5～9 3 TH（女） 不明 2013 －／2019. 12
N.2 野菜作農業（きのこ類の栽培を含む）（農・林） A 20～29 13 VN（女） W（岡山） 2008 －／2019. 12




N.4 底びき網漁業（漁） L 5～9 1 ID（男） 2017 有／－
N.5 底びき網漁業（漁） L 5～9 2 ID（男） 2014 有／－
N.6 底びき網漁業（漁） L 5～9 2 ID（男） 2008 有／2019. 7-8
N.7 底びき網漁業（漁） L 5～9 2 ID（男） 2008 有／－
N.8 底びき網漁業（漁） L 5～9 2 ID（男） 2013 有／－
N.9 底びき網漁業（漁） L 5～9 2 ID（男） 2009 有／－
N.10 底びき網漁業（漁） L 1～4 2 ID（男） 2011 有／－
N.11 底びき網漁業（漁） L 10～19 3 ID（男） 2009 有／2019. 8
N.12 底びき網漁業（漁） L 5～9 3 ID（男） 2008 有／－
N.13 底びき網漁業（漁） L 1～4 3 ID（男） 2010 有／－
N.14 底びき網漁業（漁） L 5～9 3 ID（男） 2008 有／2019. 8
N.15 内装工事業（建） H 5～9 2 VN（男） M（東京） 2019 －／2020. 1
N.16 繊維工業（製） K 20～29 8 VN（女） R（鳥取） 2001 －／2019. 8
N.17 繊維工業（製） E 30～49 15 VN（女） R（鳥取） 2001 －／2020. 1
N.18 繊維工業（製） A 20～29＊ 9 VN（女） R（鳥取） 2014以前 －／2019. 9
N.19 印刷業（製） I 300～399＊ 11 CN（女） 無回答 2004 有＊／－
N.20 プラスチック製品製造業（製） C 50～99 4 TH（男） X（東京） 2019 有／－
N.21 プラスチック製品製造業（製） C 50～99 18 CN（女） S（大阪） 2003 －／2019. 9





P（広島） 2006 有／2019. 7-8
N.23 かばん製造業（製） E 30～49 3 VN（女） 無回答 2010以降 有／－
N.24 鉄骨製造業（製） I 30～49＊ 6 VN（男） 無回答 2018 有／－
N.25 金属用金型製造業（製） F 10～19 5 VN（男） T（兵庫） 2017 有／2019. 8-9
N.26 集積回路製造業（製） C 200～299 18 VN（男） N（愛知） 2018 －／2019. 11
N.27 自動車部分品製造業（製） G 100～199 9 CN（男）、ID（男） 無回答 2010以前 有
＊／－
N.28 自動車部分品製造業（製） G 50～99 14 CN（男）、VN（男） Q（大阪） 2000頃 有
＊／－
N.29 無回答（製） 無回答 無回答 2 CN（女） 無回答 2014 有／－




Y（広島） 2005 －／2019. 12
N.31 水産食料品製造業（食） L 30～49 3 VN（女） 無回答 2018 有／－
N.32 水産食料品製造業（食） L 20～29 9 VN（女） O（鳥取） 2002 有／2019. 7
N.33 旅館、ホテル（宿） D 300～399 12 VN（女） O（鳥取） 2016 有／2019. 7-8
N.34 老人福祉、介護事業（医・福） D 100～199 5 VN（女） O（鳥取） 2019 －／2019. 12
N.35 老人福祉、介護事業（医・福） K 20～29 2 CN（男） V（東京） 2019 有／2019. 7
（注）2019年 5月送付の事業所調査票、2019年 5月～2020年 2月の聞き取り、2019年 11月～2020年 2月送付の個別質問紙回
答より。従業員数と受入人数の単位は人。地区は小学校区に相当する 29地区より。従業員数の「＊」は 2019年度の各社
ホームページや各広報・公募サイト等の情報に基づく数字を指す。国籍の略記は TH＝タイ、VN＝ベトナム、ID＝インド
ネシア、CN＝中国。質問紙回答「有」は 2019年 5月送付の事業所調査票の回答、「有＊」は 2019年 11月～2020年 2月送
付の個別質問紙の回答を指す。










食料品製造業 3件は、水産食料品製造業 2件と畜産食料品製造業 1件である。畜産食料品製造業
1件は大手総合商社（本社東京都）の元子会社関連企業であり（現在も鳥取県と徳島県に同業の関
連企業がある）、但馬地方に直営農場と契約農場をもつ。
医療・福祉 2件は老人福祉・介護事業である。1件は宿泊業 1件の関連法人で、もう 1件は法人
所在地が豊岡市外の北但地方にあり、兵庫県南部にも関連事業所がある。
所在地域別では豊岡地域 20件（他に 3件）、城崎地域 2件、竹野地域 1件、日高地域 6件、出石
地域 3件、但東地域 2件（他に 2件）であった。さらに地区別に見ると、漁港のある L 地区 14件
（他に 1件）、工業地域28）のある C 地区 3件（他に 1件）、鉄道駅のある E 地区 3件であり、それ
以外の 5地区に 2件ずつ、4地区に 1件ずつ（他にそれ以外 2地区に 1件ずつ）であった。豊岡市
内 29地区中 12地区（他に 2地区）に受入事業所があり、複数の受入事業所が集まっている地区
と、1件だけの地区の双方が一定数あった。
（2）従業員数と技能実習生受入人数
技能実習生受入事業所の従業員数は、1～4人 2件、5～9人 11件、10～19人 2件、20～29人 5
件、30～49人 4件、50～99人 3件、100～199人 3件、200～299人 2件、300～399人 2件、無回
答 1件（調査未実施の他 4件は不明）であり、35件中「30人未満」20件（57.1％）、「30～99人」
7件（20％）、「100～399人」7件（20％）であった29）。そのうち技能実習生受入人数は、1～4人
19件（他に 4件）、5～9人 7件、10～19人 7件、20～29人 1件（他に 1件）、30～39人 1件であ
り、35件中平均 7.4人、中央値 3人であった。
国籍・性別の技能実習生受入事業所数は、ベトナム男性 6件（他に 1件）・女性 9件（他に 2
件）、中国男性 5件（他に 1件）・女性 4件、インドネシア男性 14件（他に 1件）・女性 2件、タイ
男性 2件・女性 1件であった。受入件数は漁業が大半のインドネシア男性が最も多く、それにベト
ナム女性、男性が続いている。また 1か国 1性別だけを受入れている事業所が 31件（他に 5件）

































広島県、兵庫県各 2件、岡山県、愛知県、石川県各 1件であった。ただし U 団体は、豊岡市 L 地
区に支所をもつ漁業協同組合である。U を除く監理団体の中で所在地が最も近いのは鳥取県の O、







３０）N.17（2020年 1月 16日）、N.33（2019年 7月 6日）、N.21（2019年 9月 11日）、N.26（2019年 11月 1日）
など。「業務内容からはどちらでも構わない」との付言もあった。
３１）N.14（2019年 8月 10日）、N.18（2019年 8月 29日）、N.22（2019年 7月 8日）。
３２）N.17（2020年 1月 16日）、N.21（2019年 9月 11日）。
３３）監理費用の例として、N.22（2020年 7月 8日）は技能実習生一人あたり月額で監理団体に 2万円、送出機
関に 5千円の合計 2万 5千円支払っており、N.33（2019年 7月 6日）などによると O 団体の監理費用は
一人当たり月額 3万円である。
３４）N.32（2019年 7月 8日）によると、当初利用していた他の監理団体（鳥取県）とのつながりで情報と人脈
を得て 2007年に共同で O 団体を設立し、同団体は技能実習生の受入監理の他に事務用品や自動車燃料 ↗












件中、兵庫県最低賃金39）6件、900円未満 4件、兵庫県最低賃金プラス 10円程度 2件、900～1,000




日 1日当たり 4～8時間未満 8件、8時間以上 13件であった（複数回答 2件あり、無回答 4件を除
く）。また、技能実習生が一定期間後に夜勤に入っている事業所が 6件、他にも勤務日数の回答
（週 3、4日）から夜勤を行っている可能性があるのが 2件あり、左記以外に隔週等で土曜勤務が 3
件、不定休が 3件であった。






３５）U 団体支所（2019年 8月 12日）と N.14（2019年 8月 10日）によると、2007年に 1件でインドネシア男




る。同支所の受入を踏まえて他支所でも導入され、2019年 9月 1日時点で同漁協 3支所でインドネシア男
性技能実習生 60人を受け入れている。




３９）2019年 9月 30日まで 871円、同年 10月 1日から 899円（厚生労働省兵庫労働局 2019 a）。ただし、産業
別最低賃金が適用される 7業種（全体より 1～76円高い）を除く。
４０）「手取り」回答を含む（N.15、2020年 1月 17日）。N.21（2019年 9月 11日）や N.25（2019年 9月 12日）
のように年数や習熟度で差を付けない場合が主流と思われるが、底びき網漁業は年数に応じて昇給し







れ以外で住居の回答があった 19件中、賃貸アパート 7件、賃貸戸建 3件、事業所外宿舎（社員寮














サ代、タグ代など）がある一方、最低保証の月額 20万円に加えて、売上げの 3分の 1までが人数割り
（一人前になるまで 0.8～0.9倍、機関長 1.3倍、船主 1.5倍といった傾斜配分もある）の歩合給として支払
われるのに対し、技能実習生は年数に応じた固定給で、1年目は月額約 15万円、2～3年目は約 16万円、
4～5年目は約 20万で、そこから所得に応じた船員保険料（約 1万 5千円～4万円）と海員組合費 3千円、




４２）U 団体支所（2019年 8月 12日）と N.14（2019年 8月 10日）によると、宿舎はもともと漁協の倉庫で、










族との連絡等について）は、豊岡市（2020 c : 67-77）を参照。送出機関への支払額については特にベトナ
ムが高く、技能実習 1号（1年間）のみで 2,000～3,500米ドル、技能実習 2号（3年間）で 5,000～10,000
































































永吉（2020 : 47, 54-59）も指摘するように、「雇用調整のしやすい労働力」として賃金以外のメ
リットもあることが、受入コストにもかかわらず技能実習生が年々増加している理由と考えられ
る。2000年代後半の製造業の「国内回帰」に「移動性や柔軟性の高い労働力」として日系人や外






等の影響を受け、2019年 12月 31日時点で 845人だった豊岡市の外国人住民が 2020年 9月 30日





そもそも派遣社員の募集に人が集まりにくくなった話が聞かれた（旅館・ホテル業 2件、2020年 2月 5日
～6日、畜産食料品製造業、2019年 12月 7日）。派遣社員やパートと技能実習生との代替的な関係につい











６０）その後、2020年 9月 30日時点で 1人（住民基本台帳データより）。
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割は大きい」（二階堂 2019 b : 78）と考えられる。現状ではまだ「外国人住民の割合が低い」こと
もあり、「技能実習『依存』度が高い自治体ほど、外国人住民施策が進んでいない」とも指摘され
ている（鈴木 2019 : 74）。
そして今後は待遇改善や生活環境の向上に加えて、これまで「現実との齟齬」があった「技能移




６１）豊岡市より公開された住民基本台帳データより。国籍別上位 5か国では、2019年 12月 31日時点から
2020年 9月 30日時点でベトナム 227人→212人、中国 177人→141人、フィリピン 180人→160人、韓国
・朝鮮（特別永住者含む）70人→61人、インドネシア 64人→50人の変化があった。また本調査対象の外
国人従業員（技能実習生以外含む）雇用事業所 53件に 2020年 8月～9月に追加の質問紙調査を実施した






６３）以前の失踪や現在の課題への事業所の言及、技能実習生による見解は、豊岡市（2020 c : 81-84）を参照。
６４）送出機関どうしの競争も激しく、受入事業所の接待や面接訪問の費用が実質的に技能実習生からの支払額
に含まれている面もある。斉藤（2018 : 15-17）、澤田（2020 : 105-108）も参照。





業に役立ちにくいという漁業実習生の現状は、三輪（2017 : 120-2）、三輪ほか（2017 : 3-9）も参照。
















本稿は 2020年 1月 25日に開催された 2019年度関西学院大学先端社会研究所シンポジウム「モビリティと
地方的世界の変容──豊岡市外国人住民に関する調査から」における報告「外国人雇用事業所と外国人住民」
（梅村麦生・福田恵）をもとに、その後の調査結果・研究成果を反映し、当該内容の部分をまとめて執筆した



















７２）注 45の 2団体は豊岡、日高、出石の 3地域で日本語教室を開講している。
７３）NPO 1件（2019年 8月 12日）によると、同団体の日本語教室に通う技能実習生もいるものの、「仕事が忙
しい」からか「長続きしないことが多い」という。国際結婚女性でも育児や就職、転職などを機に辞める




７４）N.34（2019年 12月 6日）、N.15（2020年 1月 17日）。技能実習 2号移行要件に日本語能力試験 N 3（ない
し同等資格）がある介護職種については、定松（2019 : 41-2）も参照。
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